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実施スケジュール
項目 24年度以前 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度以降

向こう5年間の直接事業費の推移
26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 5年間の実績
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食
㍑

千円
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868
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01137

2900
2100
0

25年度実績9月末の実績25年度予定
事業活動の実績（活動指標）

24年度実績単位項目
飲料水備蓄量
アルファ米等主食類備蓄量
缶詰等副食類備蓄量
備蓄物資購入実績額（年度）

評価対象外事業
備蓄物資等整備事業事務事業名

予算科目

総合計画での位置付け
住環境の整備と生活安全の確保〜はつらつ住みよいまちづくり〜
消防・防災・安全の確保

公共建設事業一般事務平成25年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

防災安全課

災害対策基本法、防災基本計画、伊予市地域防災計画
根拠法令等

【開始年度】 平成 【開始年度】実施期間

新田 亮仙
所管課情報 担当課： 564

所属長： 担当責任者：記入者情報
事業の性格

電話番号（内線）：

法定事務

事業の対象 市民

宮崎 栄司

平成25年度新規評価事務事業※事務事業名：防災一般事務、事業番号：480から分離独立

平成25年度新規評価事務事業※事務事業名：防災一般事務、事業番号：480から分離独立

水、食糧及び生活用品等災害備蓄の拡充強化を図る。

事業の目的

水、食糧、毛布、歯ブラシ、おむつ及び簡易トイレ等災害備蓄の拡充強化を図り、来るべき災害に備える。

事業の内容

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

改善策の
具体的

取り組み

事業費及び財源内訳
25年度決算9月末の執行状況25年度予算24年度決算

事業費
0
0
0

1,137
1,627
2,764 406

406
0 868

1,627
2,495

人件費
内訳

財源内訳

項　　　目
直接事業費
人件費
合計
人工数
人件費単価
補助事業人件費
人件費
国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

0
0
0
0

2,764

0.00
0
0
0
0
0
0
0
0 2,495

0.20
8,135
0

1,627
0

0
0

0
406
0
0
0
0

406
0

8,135
0.050.20

8,135
0

1,627
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二次評価

二次評価
（所属部長）

課題認識

備蓄量の基準がない中、当面は愛媛県地震被害想定で示された「不足量」を尺度にして備蓄に努めるこ
とが妥当と考える。避難施設に備蓄を行う「分散備蓄」を標榜しているが、スペースがないことや備蓄施設
設置の経費や盗難防止など様々な問題があり、進んでいない。必要な備蓄量の確保に向けて、流通備蓄
の充実と合わせて備蓄スペースの不足の問題の解消を研究する必要がある。

一次評価結果のとおり事業継続と判断するが、以下の課題を新たに追加する。

意見、課題
 行政において、備蓄物資を限りなく確保、保管することは物理的にも限界があり、自主防災会や市民一
人ひとりが必要な備蓄物資の確保を促す努力も必要である。

コスト効率 3
受益者負担の適正 4

B

課題認識

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 5

B市民ニーズへの対応 5
市の関与の妥当性 5

有効性
事業の効果 4

B成果向上の可能性 3
施策への貢献度 4

効率性
手段の最適性 3

妥当性

有効性

効率性

自己評価
（担当責任者）

B

B

B
手段の最適性 4

コスト効率 4

成果向上の可能性 3
施策への貢献度 3

市の関与の妥当性 4
事業の効果 4

愛媛県地震被害想定調査結果を踏まえ、飲料水、食料及び毛布等の備蓄量を増加させる必要がある。ま
た、現物備蓄のほかに、浄水器の配備や民間企業との協定による流通備蓄の確保などの対策を組み合
わせて、備蓄目標量を確保することが必要である。

自己評価
4目的の妥当性

市民ニーズへの対応 4

成果指標

指標設定の
考え方

飲料水及び食料の備蓄目標量は、「愛媛県地震被害想定調査結果」に基づく不足量に、次の補正を行い得た
数値とする。1〜3日の間を、自助・共助・公助の備蓄で対応する。飲料水は1日1人1㍑とする。食料は1日1人2
食とする。不足量の3割は住民が持参（自助・共助）するものとする。市の備蓄目標量の5割は流通備蓄で補え
るものと想定する。

目　　標
実　　績

区分年度 24年度 25年度 26年度
100100100100

受益者負担の適正 3

006.14.6

成果指標
「飲料水備蓄量/飲料水備蓄目標量15,200㍑×100」を成果指標とする。なお、参考として、アルファ米等主食
類備蓄量及び缶詰等副食類備蓄量は、ともに13,500食とする。
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行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）

経営者会議の最終判断

事業の方向性

意見、課題

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

下記の点を見直しの上、継続する。


